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・関係機関、団体などとの連携強化

・平常時における減災意識の啓発

方　向　性

方向性に対する役割

○住民・地域（地区社協など）が取り組める役割

・災害時に助け合えるように、日頃からの近所付き合いを大切にしま

　しょう。

・多くの地域住民が参加しての実践的な防災訓練を実施しましょう。

・災害時の備えや避難方法・場所などについて、地域で情報を共有しま

　しょう。

基本目標４　～災害を軽減する地域社会づくりを目指して～
　　　　　　　「大規模災害への対応」

　行動計画⑼　災害時の地域支援体制の整備

　　住民が抱える不安ごととして、「災害」は大きな要素を占めています。
　　地震などの自然災害の発生を防ぐことは不可能であるため、小田原市においては従来か
　　ら、「発生時の被害をいかにして減らすか」という “減災 ” の視点で、災害時要配慮者に
　　対する地域における日頃の見守り活動を支援してきました。
　　また、東日本大震災など過去の大震災の際には、社協が全国から駆けつけるボランティ
　　アの対応窓口として機能してきており、小田原市でも具体的な体制整備がされていると
　　ころです。
　　今後は、地域での取り組みに対する支援を更に強化するとともに、行政や各種団体など
　　との協働による災害ボランティアセンターの体制整備を図りながら「災害を軽減する地
　　域社会づくり」を目指します。
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第４章　行動計画⑼　災害時の地域支援体制の整備

○減災を目指した活動の展開に向けた
　市社協、福祉施設・団体、企業などの役割

①支え合う活動への支援の充実【再掲】（区分：協働事業）
　　福祉的な課題を抱えて生活している人・世帯などへ緩やかなさりげない見守りを行う
　　活動である「きずなチーム」、社会的孤立の解消などといった観点でも取り組まれる「サ
　　ロン」、日常生活のちょっとしたお手伝いをする「生活応援隊」について支援の充実
　　を図ります。

主な取組
年　　次　　計　　画

連携団体・機関等
令和４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

きずなチーム活動
地区社協
地域内各種団体

サロン活動
地区社協
地域内各種団体
地域包括支援センター
福祉施設・団体
商店、企業

生活応援隊活動

②災害時のボランティア支援を通した関係機関・団体との連携強化
　　（区分：協働事業）
　　自然災害などによる被災者支援を目的に、災害ボランティア活動を速やかに行う為、
　　市を中心とした関係団体と調整を綿密にし、連携を強化します。

主な取組
年　　次　　計　　画

連携団体・機関等
令和４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

災害ボランティアセ
ンター設置運営訓練

神奈川県社協
神奈川県共同募金会
防災関連団体
青年会議所
地区社協
地域包括支援センター
福祉施設・団体
商店、企業

関係者間の連携強化 評　価
関係者間での

協　議
ネットワーク

構　築

令和４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

訓練実施

運営マニュアル整備（見直し）・ネットワーク構築

立ち上げ・運営支援、情報交換・共有強化、補助内容検討

立ち上げ・運営支援、情報交換・共有強化、補助内容検討

活動状況の把握・支援の継続



③ ICT（情報通信技術）化に向けた整備（区分：協働事業）
　　自然災害が発生し、災害ボランティア活動が行われた際、より円滑で効果的に支援で
　　きるよう、ICT 化に向けた整備を推進します。
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主な取組
年　　次　　計　　画

連携団体・機関
令和４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

環境整備 評　価

地区社協
防災関連団体
青年会議所
福祉施設・団体

検　討 運　用
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